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1. 基本編
• AD措置とは何か
• AD措置の様々な効果
• 世界各国で活用されるAD措置
• 日本でのAD措置活用事例
• AD措置の使い方（申請～調査～発動）
• AD措置について何でもご相談ください！

2. 実践編
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AD措置による効果 STEP③企業全体へのプラス効果

 ダンピング品と競合する国産品の生産基盤が安定することにより、高付加価値製品の生
産等、成長分野に経営資源を投じることが可能に。

東ソーが死守した素材、電気⾃動⾞向けに開花
【出典】 東洋経済オンライン（2011.3.4）

ＥＶをめぐる世界の⾃動⾞メーカーの動きは活発だ。…⼼臓部のリチウムイオン電池もその⼀つ。…この
喧噪の中、ＥＶ向けリチウムイオン電池のある素材で独⾛態勢を⾒せる企業がある。総合化学メーカー
の東ソーだ。正極材の素材の⼀つであるマンガン酸リチウム（ＬＭＯ）。その原料となる「電解⼆酸化マ
ンガン」を⽇本で唯⼀⽣産する、この分野での世界最⼤⼿メーカーだ。…今でこそ脚光を浴びるものの
「撤退の危機もあった」と宇⽥川憲⼀社⻑は明かす。…２０００年を迎えるとコンピュータが誤作動する
可能性があるとされた「２０００年問題」に備え、⾮常⽤電源向け乾電池需要が急増。…結局⼤きな
混乱は起こらず、乾電池は余り、電解⼆酸化マンガンの需給バランスは崩れた。そこに、中国の乾電池、
電解⼆酸化マンガンメーカーが安売り攻勢を仕掛けてきた。⽇本の電解⼆酸化マンガンメーカーの採算は
悪化。東ソーだけが猛攻に耐えられたのには、経済産業省を巻き込んで、中国などを相⼿に不当廉売
（アンチダンピング）関税を仕掛けたのだ。東ソーは０７年にこれを申請し、０８年に関税が発動。その
結果、東ソーの電解⼆酸化マンガン事業は⿊字へ復活した。
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AD措置の使い方（申請～調査～発動の概要）

 AD措置は、原則、民間事業者からの申請と、政府による調査を経て、要件を満たせば
発動される。課税期間は原則として５年、延長も可能。

 AD措置発動の要件は以下３つ。民間事業者は、申請書を作成することや、調査段階
において政府からの質問状に回答すること等が求められる。

AD措置発動の３要件

① ダンピング
（例）
輸出国国内向け販売価格：120円
日本向け輸出価格：100円
ダンピングマージン率：20% = (120-100)/100

② 国内産業への損害
輸入量の推移や国産品価格への影響、損害指標
（販売、利潤等）について検証。

③ 両者の因果関係
ダンピング以外の要因（第三国から
の輸入、需要の変化、消費態様の
変化等）を検討。

申請～発動にあたって必要となる作業

① 【申請書の作成】
ダンピング、国内産業への損害、両者の因果関係に
ついて、合理的に入手できる情報を基に説明する
★申請書作成の手引きやモデル申請書をご用意しています！

② 【質問状への回答等】
調査当局が左記の発動要件を認定するための質問
に回答、裏付ける資料を提出

③ 【その他証拠・意見の提出等】
他の利害関係者（例：輸出国生産者）による相
対する主張への意見や証拠を、調査当局に提出

※AD措置発動の３要件については、実践編で詳しくご説明します。
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【FAQ】申請にあたっては業界内での合意が必要ですか？

申請者の生産高（※）

国内総生産高（※）

≥   ２５％

申請を支持する国内生産者の生産高 ＞ 申請に反対する国内生産者の生産高（※）

申請時に必要となる要件

調査開始時に必要となる要件

※ここでは、「輸入生産者」等の生産高は除かれます。（「調査開始時に必要となる要件」についても同様です。）
＊業界団体で申請を行う場合は、団体の構成員の２以上の者が調査対象製品を生産していることが必要です。

※申請に支持も反対も表明しない者は、この要件の算定時に考慮されません。

 申請段階・調査開始段階においては業界内の一定の合意が必要となる場合があります。
調査開始時の要件の確認については、政府が行うことも可能です。
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【FAQ】申請～調査の負担は具体的にどの程度なのでしょうか？

 ケースにより異なりますが、
申請段階において、申請書作成の手引きやモデル申請書を参照いただく
※経済産業省HPで公開しています！
https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-remedy/petition/index.html

経済産業省の事前相談窓口サービスを活用する
社内体制を適切に構築する
弁護士や会計士等の外部サービスを活用する

こと等により、負担を軽減することができます。

複数の部署が互いに協力しあうことで、対応に係る
コストを極力抑えました。具体的には、製品につい
ての知識を豊富に持つ事業部門・生産部門、輸
入品動向について詳しい営業部門、社内の財務
データの処理担当としての経理部門から１名ずつ
担当者を出して対応しました。担当者は通常業務
との兼務としました。

手引きやモデル申請書を活用することで、弁護士に依
頼をせず、独力で申請書を作成することができました。

複数社で申請をしたこともあり、申請段階から弁護士を
立てました。データの収集や意見提出に係る対応等、
効率的に行うことができました。



https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-remedy/index.html
mailto:qqfcbk@meti.go.jp
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1. 基本編

2. 実践編
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1. 基本編

2. 実践編
• 申請に必要となる主な情報
• 調査対象産品の定義
• ダンピングマージンの算出
• 国内産業への損害
• 因果関係
• AD措置について何でもご相談ください！
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【FAQ】申請にあたっては業界内での合意が必要ですか？

申請者の生産高（※）

国内総生産高（※）

≥ ２５％

申請を支持する国内生産者の生産高 ＞ 申請に反対する国内生産者の生産高（※）

申請時に必要となる要件

調査開始時に必要となる要件

※ここでは、「輸入生産者」等の生産高は除かれます。（「調査開始時に必要となる要件」についても同様です。）
＊業界団体で申請を行う場合は、団体の構成員の２以上の者が調査対象製品を生産していることが必要です。

※申請に支持も反対も表明しない者は、この要件の算定時に考慮されません。

 申請段階・調査開始段階においては業界内の一定の合意が必要となる場合があります。
調査開始時の要件の確認については、政府が行うことも可能です。
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【FAQ】複数国を対象として同時に申請することはできますか？
税率は国ごとに決まるのですか？

 複数国を調査対象国とすることは可能です。申請書では、ダンピングについては国ごとに
算定し、国内産業への損害については全体で（対象国からの輸入による影響を全て合算し
て* ）論述することとなります。*合算は、一定の条件（各国のダンピングマージンが2%以上であること、各国から
の輸入量が無視できない量であること等）が満たされる場合のみ認められます。

 調査結果を踏まえ、税率は海外供給者ごと（調査対象国の企業ごと）に決まります。

企業 ダンピング
マージン率

中国企業Ａ,B,C,D,E,F,G 60.84
その他の中国企業 60.84

韓国企業Ａ 43.51
韓国企業Ｂ,C 73.51

その他の韓国企業 73.51

【炭素鋼製突合せ溶接式継手のケース（調査結果）】

（注）課税の延長に係る申請・調査時において、調査対象国を新たに追加することはできません。
（調査対象国を新たに追加する場合は、別途の申請・調査が必要です。）

対象国は中国
と韓国の２つ

同一国であっても、
企業毎に異なる
ダンピングマージン
率に





https://comtrade.un.org/pb/










損害指標の例 X年度 X＋1年度 X＋2年度 対X年度

国産品の国内販売量 539千MT 495千MT 324千MT ▲39.9%

国産品の市場占拠率[ 国産品の国内販売量 / 国内需要量 ] 71.5% 65.3% 42.4% ▲29.1ﾎﾟｲﾝﾄ

国産品の自家消費量 100千MT 97千MT 98千MT ▲2％

国産品の国内販売額 80百万円 70百万円 40百万円 ▲50％

国産品の自家消費額 17百万円 17百万円 16百万円 ▲5％

売上高 (国内販売額 ＋ 自家消費額 ） 97百万円 87百万円 56百万円 ▲42％

利潤( 利益 ）
営業利益 9.7百万円 4.9百万円 ▲3.1百万円 正→負

経常利益 8.2百万円 3.3百万円 ▲2.7百万円 正→負

生産高( 量 ) 786千MT 693千MT 603千MT ▲23.3%

生産性 [ 生産量 / 雇用 ] 8.73千MT 7.97千MT 7.54千MT ▲13.6％

投資
設備投資額[ 該当貨物部分 ] 15百万円 15百万円 13百万円 ▲13.3％

投資率[ 上記投資額 / 全社投資額 ] 7.4% 4.3% 1.6% ▲5.8ﾎﾟｲﾝﾄ

投資収益
[ 営業利益 / 設備投資額 ] 14.2％ 5.9％ ▲9.8% ▲24.0ﾎﾟｲﾝﾄ

[ 経常利益 / 設備投資額 ] 11.5％ 8.3％ ▲6.8％ ▲12.1ﾎﾟｲﾝﾄ

操業度（ 稼働率 ） [ 生産量 / 生産能力（800千MT) ] 98.3％ 86.6％ 75.4％ ▲22.9ﾎﾟｲﾝﾄ

キャッシュフロー（営業） 90百万円 87百万円 ▲18百万円 ▲108百万円

期末在庫
期首 期末

158千MT 118千MT ＋10.3％
10千MT 107千

MT

雇用 90人 87人 80人 ▲11.1％

賃金 335千円 330千円 325千円 ▲3％

成長 生産設備の停止、研究開発費の抑制など成長の見込みは鈍化傾向にある。

資金調達能力 新規設備投資の抑制が認められるなど資金調達能力は低下傾向にある。 32

②国内産業への損害（損害15指標の例）



損害指標の例 ポイント
国産品の国内販売量 自家消費分（後述）を除外

国産品の市場占拠率[ 国産品の国内販売量 / 国内需要量 ]

国産品の自家消費量 生産したものを出荷することなく自社製品に使用するもの等を記載

国産品の国内販売額

国産品の自家消費額 生産したものを出荷することなく自社製品に使用するもの等を記載

売上高 (国内販売額 ＋ 自家消費額 ）

利潤( 利益 ）
営業利益 上記売上高を基に算出

製造間接費や販管費の配賦基準は社内で通常使われている配賦基準（売上高など）に基づく経常利益

生産高( 量 ) 自家消費分を含む

生産性 [ 生産量 / 雇用 ]

投資
設備投資額[ 該当貨物部分 ] 造間接費や販管費の配賦基準は社内で通常使われている配賦基準（売上高など）に基づく

投資率[ 上記投資額 / 全社投資額 ]

投資収益
[ 営業利益 / 設備投資額 ]

[ 経常利益 / 設備投資額 ]

操業度（ 稼働率 ） [ 生産量 / 生産能力]

キャッシュフロー（営業） 利造間接費や販管費の配賦基準は社内で通常使われている配賦基準（売上高など）に基づく

期末在庫

雇用 対象期間中の対象産品の生産・販売に関わった平均雇用人数
社内で通常使われている配賦基準に基づく

賃金 対象期間中に対象産品の生産・販売に関わった従業員への賃金の合計を雇用人数で除した額
社内で通常使われている配賦基準に基づく

成長 例えば研究開発費等、産業の成長を左右する指標の動向について説明

資金調達能力 例えば新規設備投資の動向等、資金調達能力を表す指標の動向について説明
33

②国内産業への損害（損害15指標の例）
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【FAQ】社内では「ADの申請は難しい」という意見が大半です。本当ですか。

 ここ数年間で行われた制度改正により申請のハードルが下がっています。特に、申請に向
けて同業他社と調整する負担は大きく軽減しています。

ポイント 制度改正前 現行 改正年

団体名で申請する場合の
要件緩和

構成員の過半数以上が生産者である
必要

構成員の２以上の者が生産していれ
ば申請可能

平成28年
5月

申請時に必要な業界内の
合意要件の緩和

概ね50％以上の生産高を有する者で
の申請が必要。 25％を満たせば申請が可能。 平成29年

4月

申請時に必要な情報の
簡素化

申請者が国内産業の相当な部分（概
ね50%以上）の損害指標を提出する
必要。

申請者が合理的に入手可能な範囲
の損害指標の提出で許容されうること
を明確化。

平成29年
4月

国内生産者の支持状況の
要件を緩和

申請者の生産高合計で50％以上を占
め、申請への賛成が反対を上回ることを、
申請前に、申請者が確認する必要。

申請者の生産高合計が50％に満た
ない場合、申請への賛成が反対を上
回ることを、申請後に、産業所管省庁
が確認できる。

平成29年
4月

申請・調査開始の判断から
輸入生産者等を除外可能に

国内生産も輸入もしている者等（輸入
生産者等）を含めて、要件を判断する
必要。

国内生産も輸入もしている者等（輸
入生産者等）を除いて、要件を判断
する必要。

平成29年
4月

【近年実施した主な制度改正一覧】





https://www.meti.go.jp/policy/external_economy/trade_control/boekikanri/trade-remedy/index.html
mailto:qqfcbk@meti.go.jp

